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ABSTRACT 

講演４ 

 

CO2地中貯留技術の実用化へ 
ー 技術実証・知見共有 ー 

 
CO2貯留研究グループリーダー 薛 自求 

 

 国内の先進的 CCS事業は特定区域の指定、事業者の募集、試掘・貯留事業の許可（試掘権、貯留権）

を得て、試掘井掘削・調査後に最終投資決定（FID）が下され、2030 年までに年間 150～200万トンの

貯留開始を目指すことになっているが、この流れに乗っている事業（石油資源開発・出光興産・北海

道電力）は北海道苫小牧沖のみである。 

 

苫小牧沖では、国内唯一の大規模 CO₂地中貯留実証事業が行われていた（年間 10 万トン、3 年間で

計 30 万トン）。年間圧入規模がこれまでの年間 10 万トンから、15～20 倍の年間 150～200 万トンへ

のスケールアップが大きい。現在の事業構想では、ベースケースとして計 3坑井からの CO₂圧入となっ

ている。 

 

海外稼働中の大規模貯留事業のうち、西豪州の Gorgonプロジェクト（CO₂圧入井：9本；地層水汲み

上げ水井：4 本；地層水再圧入井：2 本）とアルバータ州（カナダ）の QUEST プロジェクト（CO₂圧入

井：3 本）がよく知られている。圧入井の本数は貯留層特性（貯留層の厚さ、孔隙率、浸透率）、圧

入性（Injectivity）や圧入レート、圧入総量より決定されるが、坑井数量の増加は事業コスト上昇を

招くことになる。 

 

CO₂地中貯留技術の事業化では、事業コスト削減と安全性の両立が求められている。事業コストのう

ち、貯留開始後は主に圧入コストとモニタリングコストに分けることが

できる。本講演では RITEが中心となっている二酸化炭素貯留技術研究組

合が、国内外サイトで行われているコア技術（圧入、モニタリング）の

実証試験で得られた研究成果や知見共有の取り組みを紹介する。 
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